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事業戦略をドライブする 
「ジョブ型3.0」への進化
―PwC「ジョブ型人材マネジメントサーベイ 2022」調査結果―
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　PwCコンサルティング合同会社は、ジョブ型先進企業を含む63

社に対して「ジョブ型人材マネジメント」に関する独自調査を行
いました。

　昨今では、ジョブ型人事制度の普及によって、「ジョブ型」とい
う言葉も市民権を得るようになっています。企業のなかには人事
制度のみならず、ジョブ型の考え方を人材マネジメント全般に適
用し、事業成長を加速させるような成功事例と言える企業も出て
きています。

　そうした先進企業の実例を踏まえつつ、本調査結果をもとにジョ
ブ型の現在や潮流を把握し、今後日本におけるジョブ型の展望を
「ジョブ型3.0」への進化としてご紹介いたします。



4 事業戦略をドライブする「ジョブ型3.0」への進化

PwCでは、ジョブ型の進化を以下の図のように3段階に
て定義しています（図1）。

「ジョブ型1.0」は処遇の公平性を目指し、職務機軸で報
酬マネジメントのみをおこなっていることを指します。

「ジョブ型2.0」は報酬の枠を超え、採用・代謝、配置・
育成も含めて職務機軸で人材マネジメントをおこなうことで
す。適所適材により会社としてのパフォーマンスを高めるこ
とを狙いとし、近年多くの企業が取り入れ始めています。

「ジョブ型3.0」はそこからさらなる進化をしたものとして、
事業戦略との連動（中長期的な視野＋リアルタイム性）、
職務情報と人材情報の高度な連携（職務単位に職務・人
材適合度を定量的に把握）、それらを運用するための柔軟
かつ体系的な推進基盤を具備したジョブ型人材マネジメント
を指します。

「ジョブ型3.0」への進化

図表1：ジョブ型の進化

処遇公平性を実現する
ジョブ型報酬マネジメント

職務の明確化（JD）

職務評価の実施

市場価値による職務給

ジョブ型1.0

適所適材を実現する
ジョブ型人材マネジメント

採用・代謝へのJDの活用

職務に基づく人材配置

自律的な人材育成へのシフト

ジョブ型2.0

事業戦略をドライブする
進化版・ジョブ型人材マネジメント

中長期的な視野＋リアルタイム性をもった
事業戦略との連動

職務単位に職務・人材適合度を定量的に把握する
職務情報と人材情報の高度な連携

上記を運用するための
柔軟かつ体系的な推進基盤

ジョブ型3.0
事業との連動性

人材マネジメントへの適用範囲
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「ジョブ型3.0」と「ジョブ型2.0」の最大の違いは事業戦
略との連動性です（図2）。

「ジョブ型3.0」における職務情報・人材情報とは、中長
期的な視野により作られた事業戦略の実現に必要な「組織
構造」と「求める人材像」をそれぞれ具現化したものにな
ります。また、その事業戦略に紐づく職務情報・人材情報
の組み合わせを示すものが「人材ポートフォリオ」であり、
事業戦略と人材マネジメントを繋ぐ重要な役割を果たしてい
ます。

加えて、「ジョブ型3.0」における職務情報・人材情報は、
高度なシステム（職務情報データベース・人材情報データ
ベース等）の活用と事業部門・人事部門の連携により、リ
アルタイムに近い状態で管理されている点で「ジョブ型2.0」
よりも進化しています。このように管理された職務情報・人
材情報をマッチングすることにより、事業戦略と連動した人
材マネジメントが可能となります。

このように、人材ポートフォリオを起点に作成した要員計
画と、それをもとにした人材マネジメントサイクルを回し、
事業戦略を加速させる仕組みを「ジョブ型3.0」と定義して
います。

図表2：ジョブ型3.0とは

経営戦略・事業戦略／ビジョン・経営理念

組織構造

要員計画

求める人材像

職務情報 職務情報

人材ポートフォリオ

人材マネジメントサイクル

処遇（制度）

連動

連動

育成

代謝

等級

配置

報酬

採用

評価

職務情報 人材情報

HRBP

事業部門 人事CoE

中長期的な視野＋リアルタイム性をもった
事業戦略との連動

上記を運用するための
柔軟かつ体系的な推進基盤

職務単位に職務・人材適合度を定量的に
把握する
職務情報と人材情報の高度な連携
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本調査結果では、ジョブ型を人材マネジメント全体（採用・
配置・育成等）に適用していきたいと考える企業が約8割を
占めており、報酬マネジメント中心の「ジョブ型1.0」から、

人材マネジメント全体を職務基軸で行う「ジョブ型2.0」へと、
考え方がシフトしてきていることが見てとれます（図3）。

ジョブ型の導入目的の回答では、人材調達手段（採用・
配置・育成等）の高度化が上位となっており、この結果か

らも「ジョブ型1.0」から「ジョブ型2.0」へとシフトしてき
ていることが分かります。（図4）。

ジョブ型人材マネジメントの実施状況・導入目的

図表3：ジョブ型の導入状況

図表4：ジョブ型の導入目的

■導入済　　■未導入（導入検討中）
■未導入（導入予定無し）

■実施中 ■実施中（一部のみ）
■未実施（導入検討中） ■未実施（実施予定無し）

全体
（n=63）

1,000人以上
（n=40）

1,000人未満
（n=23）

ジョブ型人事制度の導入
（ジョブを基軸とした等級・評価・報酬制度）

ジョブ型人材マネジメントの実施
（ジョブを基軸とした採用・配置・育成等）

導入済・検討中 75% 実施中・導入検討中 81%
全体

（n=63）

1,000人以上
（n=40）

1,000人未満
（n=23）

37% 38% 25% 16% 35% 30% 19%

48% 33% 20% 18% 45% 28% 10%

17% 48% 35% 13% 17% 35% 35%

最適配置の実現
貢献に応じた処遇の実現

社員の専門知識・スキルの向上
外部人材の獲得

従業員のエンゲージメント向上
次世代リーダーの育成
適切な新陳代謝の実現

事業ポートフォリオの見直し
多様な働き方の実現

デジタル技術（IT・AI等）の活用
グローバル化への対応
総人件費の適正化

同一労働同一賃金の実現
グローバル人材の育成
高コスト体質の改善

新商品・サービスの開発

73%

56%
46%

37%

60%

44%

27%
21%
21%

19%
19%

17%
15%

13%
8%

6%

※ジョブ型人事制度またはジョブ型人事制度を導入中・導入検討中の企業のみ

（n=52）※

人材調達（採用・配置・育成等）を
導入目的とする企業が多数
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「ジョブ型3.0」に進化するためには、Input、Output、
Driverの3つが機能しなければなりません。Inputとは前提
となる戦略や情報、OutputとはInputを活用した制度や施
策、DriverとはOutputをより効果的・効率的にするための
推進基盤を指します。Inputである職務情報・人材情報を適
切に把握（①・②）し、その組み合わせにより、Outputと

して要員計画（③）を策定し、採用・育成・配置・処遇・
代謝（④～⑧）により具体化していく必要があります。また、
それらを効果的に実行するためのDriver、つまり意識・シ
ステム・体制など推進基盤（⑨）を整備・高度化すること
が重要であり、PwCではこれらの9つをジョブ型3.0のKSF
として定義しています。（図5）

「ジョブ型3.0」のKSF（成功要因）

図表5：ジョブ型3.0のKSF（成功要因）

Driver

Input

Output

システム（各データベースの連動・連携）、推
進体制（事業への権限移譲とHRBPによるサ
ポート体制）、意識（ジョブ型推進に向けた
意識変革）等の推進基盤が整備されている

⑨ 推進基盤

個々の職務の人材要件と人材の適合度を定量
的に確認し、定期的に適合度が低い対象ポジ
ションの入れ替えを実施している

⑧ 代謝

職務定義書（JD）に基づき、職務を軸に等
級が定義されており、職務に応じた評価・報
酬となっている（ジョブ型人事制度）

⑦ 処遇

個々の職務の人材要件と各社員の適合度を定
量的に確認の上、適合度が最大になるように
配置を決定している

⑥ 配置

社員が将来目指す職務の要件(必要なスキル
等)と現状のギャップを定量的に提示し、自律
的に学習できる環境を整備している

⑤ 育成

新卒・中途共に、全社的な採用基準だけで
なく、職務毎の人材要件との適合度を定量的
に確認の上、採用を判断している

④ 採用

事業戦略を実現させるための人材ポートフォ
リオを踏まえて、個々の職務単位で要員計画
を策定している

③ 要員計画

社員のマインド・スキル・職務経験等の人材
情報を充実化させ、かつ、JDの人材要件と
共通フレーム化されている

② 人材情報

事業戦略をリアルタイムに職務に落とし込み、
かつ、各職務の職務記述書（JD）において
職務要件・人材要件が明確になっている

① 職務情報

経営戦略・事業戦略／ビジョン・経営理念

組織構造

③ 要員計画

求める人材像

① 職務情報 ② 職務情報

人材ポートフォリオ

④～⑧ 人材マネジメントサイクル

処遇（制度）

連動

連動

育成

代謝

等級

配置

報酬

採用

評価

職務情報 人材情報

HRBP

事業部門 人事CoE⑨
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本調査では、対象企業における9つの領域（図4の①～⑨）
のジョブ型実施現状について調査しています（図6）。

要員計画・採用・配置等の領域にジョブ型を適用する企
業が5割を超えていますが、育成・代謝といった部分につい
てはジョブ型が適用されているケースがまだ少なく、領域別
に濃淡があるのが現状です。

また、上記のKSFに記載されているような「ジョブ型3.0」
の取り組みが、各領域で少数ながら登場し始めています。
しかし、先進企業においても9つ全てのKSFをカバーするの
ではなく、一部の領域に留まっているのが現状です。事業戦
略に連動した人材ポートフォリオをタイムリーに充足していく
ためには、Input・Output・Driverの全領域において「ジョ
ブ型3.0」の取り組みを適用することが重要と言えるでしょう。

ジョブ型人材マネジメントの領域別実施状況

図表6：ジョブ型人材マネジメントの領域別実施状況※

3%

3% 3%

Input
① 職務情報

② 人材情報

※サーベイの設問の各領域の回答結果をPwCにて5段階にスコア化した結果

（n=63）

■ジョブ型3.0
■ジョブ型が進んでいる
■ジョブ型が部分的に進んでいる
■ジョブ型があまり進んでいない
■ジョブ型が進んでいない

ジョブ型人材マネジメント
実施のための職務・人材
情報の収集・集約状況

Driver
推進基盤（システム・
HRBP設置・権限移譲等）

⑨ 推進基盤

Output

③ 要員計画

④ 採用

⑤ 配置

⑥ 育成

⑦ 処遇

⑧ 代謝

ジョブ型人材マネジメント
の領域別実施状況

「ジョブ型3.0」の登場
領域差はあるが、先進的な「ジョブ型3.0」に
取り組む企業が出始めている

38%

22%

19% 40% 10% 25% 6%

19% 38% 29% 11%

8% 57% 14% 21%

16% 16% 62%

19% 25% 22%10% 24%

6% 33% 11% 49%

5% 24% 24% 38% 10%

10% 21% 8% 40%

3%
10% 21% 29%
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「ジョブ型3.0」では、個々の職務と人材との適合度・ギャッ
プを定量的に把握し、採用・配置・育成などの人材マネジ
メントを行います。そのため、Input領域のKSFとして、職
務と人材のマッチングを前提とした職務情報・人材情報の
収集・集約を行うことがポイントです。

「ジョブ型3.0」における職務情報は、各職務の基本的な
情報に加え、各職務の遂行に必要なマインド・スキル・職
務経験等の人材要件を記載することが重要です。調査結果
では、職務記述書（以下JD）導入企業のうち、「ジョブ型3.0」
の条件である人材要件が記載されている企業は5割程度で
あることが分かりました（図7）。

「ジョブ型3.0」における人材情報は、職務情報とマッチ
ングするために多様な情報を充実化することが重要です。
調査結果では、基本的な人材情報を収集・集約出来ている
企業が多いものの、タフアサインメント経験や適性検査を収
集・集約している企業は半分以下でした。

これらの結果から、「ジョブ型3.0」への進化に向けて、
Input領域においては、JDへの人材要件の記載、および、
人材情報の充実化の両面から取り組んでいくことが、今後
の課題であると考えられます。

Input：KSF ① 職務情報・② 人材情報

図表7：職務情報・人材情報の収集・集約状況

職務情報の収集・集約
（職務記述書／JDの内容）

人材情報の収集・集約
（職務の要件となり得る人材情報）

役割・ミッション

具体的な職務内容

提供する価値や
価値提供先

KPI

権限・責任

レポートライン

管轄組織の予算規模

管理する部下の人数

必要なマインド・
行動特性

必要なスキル（資格）

必要な職務経験

「ジョブ型3.0」に向けたポイント
職務記述書／JDに人材要件は必須
（50%の企業は記載できていない）

（n=32）※ （n=40）※

職
務
要
件

人
材
要
件

91%

78%

47%

19%

53%

31%

25%

56%

9%

50%

50%

※JD導入企業のみの回答率

人事考課結果

360度評価結果

採用時・昇格時
適性検査結果

自己のキャリアに
関する志向

専門知識・スキル

社内・社外資格

研修の受講歴

語学力

異動歴・所属歴

職務・業務経験
（プロジェクト等）

タフアサインメント経験

「ジョブ型3.0」に向けたポイント
職務情報とマッチングするための
人材情報の充実化が重要

マ
イ
ン
ド
・
行
動

ス
キ
ル
・
資
格

職
務
経
験

85%

55%

48%

60%

68%

75%

58%

78%

73%

65%

28%

※「職務要件となり得る人材情報を収集・集約している」と回答した企業のみ
　の回答率
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「ジョブ型3.0」において、事業戦略実現に向けてより大
きなインパクトを出していくためには、JDの導入・開示範
囲を、ボリュームゾーンである非管理職層まで広げていくこ
とも選択肢として考えられます。

JDの導入範囲については、これまで日本企業における
ジョブ型は管理職・高度専門職を中心に適用されることが
一般的でした。一方、本調査において、JD導入企業を対
象に、JDの導入範囲を調査したところ、管理職・高度専門
職層だけでなく、非管理職層にも広がりつつあることが分
かりました（図8）。

JDの開示範囲については、本人の職務以外のJDを見せ
ることで、育成やキャリア形成促進といった効果が期待でき
ます。また、社内公募制度等の社員起点の配置施策の活性
化にもつながります。本調査では、全社員にJDを開示して
いる企業と、限定的に開示（上司・部下間のみ等）してい
る企業が二分される結果でした。今後、JD導入範囲が広が
ることで、JD開示範囲も広がることが想定されます。

JDの導入・開示範囲が共に全社員にまで拡大している企
業はJD導入企業の2割にとどまる結果でしたが、将来的に
はいずれも拡大していきたいと考える企業が多数見られま 
した。

図表8：職務記述書（JD）の導入・開示範囲

全社員に
開示

限定して
開示※3

※1 JD導入企業のみの回答率
※2 「限定して導入」は管理職・高度専門職層のみに導入等
※3 「限定して開示」は上司・本人のみで活用等

ジョブ型3.0

限定して導入※2 全社員に導入

導入範囲

開
示
範
囲

職務記述書（JD）の導入階層 （n=32）※1 職務記述書（JD）の導入・開示範囲 （n=32）※1

44%

28% 19%

9%

役員

上級管理職（役員候補）

管理職（ライン：部下を持つ）

管理職
（非ライン：部下を持たない）

高度専門人材

非管理職

「ジョブ型3.0」に向けたポイント
JD導入・開示範囲を広げることで全社的な人材調達戦略を実現可能。非管理職へ拡大傾向

■導入済
■今後導入したい

72%

69%

6%

6%

81% 9%

66% 19%

50% 19%

28% 28%
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Output領域の「ジョブ型3.0」のKSFは、事業戦略と連
動して人材ポートフォリオをアップデートし、その充足のた
めに、各職務の要件と人材の適合度を踏まえて要員計画・
採用・配置・育成・処遇・代謝をタイムリーに実施するこ
とです。

　本調査では、領域別のジョブ型人材マネジメントの取
り組み状況、特に「ジョブ型3.0」の実施状況を可視化する
ために、「ジョブ・人材の適合度の分析単位」と「ジョブ・
人材の適合度分析レベル」という2つの軸に基づいて、回
答企業を4つにグルーピングしました（図9）。

「適合度分析単位」はどれだけ細かいメッシュで適合度を
判断しているかを指します。

「適合度分析レベル」はどれだけ定量的に適合度を判断
しているかを指します。

この両軸で高いレベルであることは、個々の職務に対し
て、明確な判断基準で適合判断をしていることを示していま
す。職務要件に照らし、最適な人材を採用し、適材を配置し、
適切な育成をおこなう。それこそが、「ジョブ型3.0」の人材
マネジメントの根幹であると言えるでしょう。

調査の結果、領域別の人材マネジメントにおける「ジョ
ブ型3.0（＝個々の職務単位で定量的に判断）」の実施状況
として、現時点では、採用・配置領域において少数の先進
企業が実施しており、一方、人材育成の領域ではほとんど
見られず発展途上の領域であることが分かりました。

ただし、「ジョブ・人材の適合度の分析単位」が「個々
の職務単位」の企業が、採用・配置で約7割まで増えてい
ることは「ジョブ型2.0」の増加を意味しており、今後も各
領域におけるジョブ型進化の流れは続いていくことが想定さ
れます。

Output：KSF 
③～⑧ 要員計画・採用・配置・育成・処遇・代謝

図表9：ジョブ型人材マネジメントの領域別の取り組み

採用 育成配置

設問：中途採用をどのように行って
いますか

定量的に
判断

ギャップを
定量的に
提示

ギャップを
定性的に
提示

定性的に
判断

定量的に
判断

定性的に
判断

設問：人材の配置ををどのように
行っていますか

設問：人材育成において、現状の
スキル・能力と目指す職務／
等級要件とのギャップを、どの
ように社員に提示していますか

57%

18%

ジョブ型3.0

24%

※全社共通1%

職種・
等級単位

個々の
職務単位

16%

3%2%

ジョブ型3.0

37%

※提示無し42%

職種・
等級単位

個々の
職務単位

57%

8%

ジョブ型3.0

14%

※定期異動のみ
　31%

職種・
等級単位

個々の
職務単位

（n＝63）
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Driver領域の「ジョブ型3.0」のKSFは、人事システム・
推進体制・意識の3つの推進基盤を整備することです。

1つ目の人事システムは、職務・人材情報を管理する手
段として有効なことは言うまでもありませんが、さらに、職
務・人材の適合度・ギャップをリアルタイムで定量的に把握
する手段として高度化させていくことが「ジョブ型3.0」への
進化のポイントです。

2つ目の推進体制は、人材マネジメントの部門への権限
委譲と、HRビジネスパートナー（以下HRBP）によるサポー
ト体制の構築が重要です。事業戦略をドライブするためには、
各事業毎の特性・状況に応じた人材マネジメントが必要で
あり、それは事業の最前線に立つ部門が主導することによっ
て可能となります。また、部門主導での人材マネジメントを
実現するためには、ただ権限移譲するだけではなく、
HRBPが部門をサポートする体制を整備していくことが重要
です。

調査結果では、人材マネジメントを部門に権限委譲し、
かつHRBPによるサポート体制を整備した「ジョブ型3.0」
の取り組みができている企業は2割に留まるという結果とな
りました（図10）。部門への権限移譲を進めている企業自
体は5割強を占めていることから、HRBPによるサポート体
制もセットで整備していくことが今後の課題と想定されます。

3つ目の意識については、ジョブ型人材マネジメントの対
象となる社員や運用主体となる経営者の意識を、ヒト基軸
から職務基軸に変えていくことが重要です。どんなに緻密に
制度や施策を練ったとしても、経営者・社員の意識が変わ
らなければ、効果を十分に得ることができません。それを
踏まえて、ハード面（組織・制度、システム等）と並行して
ソフト面からのアプローチ（チェンジマネジメント）も考え
ていく必要があります。

Driver：KSF ⑨ 推進基盤

図表10：ジョブ型人材マネジメントの推進体制

左記①～③
全てで
権限移譲
あり

一部
権限移譲
（無しを含む）

ジョブ型3.0

HRBP設置なし HRBP設置あり

HRBPの設置

部
門
へ
の
権
限
移
譲

部門主導で人材マネジメントしている領域 権限移譲とHRBPによるサポート

（n=63）

44%

要員計画策定

ポジション設計

新卒採用

中途採用

配置（任用）

ポストオフ（離任）

全て人事が主導

「ジョブ型3.0」に向けたポイント
部門への権限移譲を進めながらも、HRBP設置による積極的なサポートが必要
（双方を実現している企業は21%に留まる）

56%

51%

43%

57%

62%

33%

8%

① 計画・設計

② 外部調達

③ 内部調達・
および代謝

44%
16%

19% 21%
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将来的にジョブ型人材マネジメントを実現したい領域を確
認したところ、約7割の企業が、育成・要員計画・配置といっ
た人材マネジメントの中核領域を挙げています（図11）。こ
れは、事業環境の急速な変化に合わせて、人材ポートフォ
リオをアップデートし続ける必要性が高まっていることが背
景として考えられます。

また、ジョブ型人材マネジメントを推進する体制構築で実
践したいこととして「システムによる効率化・高度化」を挙
げる企業が8割を占めており、多くの企業が課題感を抱えて
いる実態が明らかになりました。

将来ジョブ型人材マネジメントで実施したいこと

図表11：将来のジョブ型人材マネジメントの在り方

将来、ジョブ型人材マネジメントで
実現したいこと

将来、ジョブ型人材マネジメント体制構築で
実践したいこと

職務要件と人材情報のギャップを
踏まえた人材育成

職務要件と人材情報のギャップを
踏まえた要員計画策定

職務要件と人材情報のマッチング
による配置（任用）

職務要件と人材情報のマッチング
による中途採用

「ジョブ型3.0」に向けたポイント
事業戦略ニーズに応えていくために、要員計画・配置・
育成といった「人材マネジメントの中核領域」における
ジョブ型の必要性が高まっている

職務要件と人材情報のギャップを
踏まえたポストオフ（離任）

職務要件と人材情報のマッチング
による新卒採用

73%

68%

67%

49%

46%

29%

システムによる効率化・高度化

現場への人材マネジメント
（採用・配置・育成等）の権限移譲

社員自ら配置・異動に関与できる
仕組みの整備（社内公募制等）

HRBPの設置・活用

「ジョブ型3.0」に向けたポイント
タイムリーな人材ポートフォリオのアップデートのために、
人事システムによる高度化が重要であり、各社が課題と
して認識

83%

44%

41%

29%

（n=63） （n=63）
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ジョブ型3.0への進化に向けて、Input、Output、Driver
のそれぞれについて現状と必要な点については各章で述べ
てきました。本調査報告の締めくくりとして、Inputと
Output、DriverとOutputのそれぞれを結ぶ結節点となる
要素の重要性について述べていきます。

まず、InputとOutputの結節点ですが、Inputをより効果
的・効率的に活用するためには結節点として人材ポートフォ
リオの高度化、その中でも「職務記述書（JD）の進化」
が必要です。具体的には人材情報との連携を強化するため
に、JDにおける人材要件の項目を、人材情報の項目を共
通化することでマッチングをしやすくすることが重要です。欧

米を中心におこなわれているJDの人材要件と人材情報との
共通フレーム化（「スキルタクソノミー」）もその流れの一つ
です。組織別や個人別にスキルを各々が記述するのではな
く、横断的で共通の項目に基づいて定義することで職務情
報と人材情報が共通の軸で管理され、デジタルなマッチン
グを実現できます。逆にそれができていない場合は、スキル
データを充実させたとしても、結局アナログなマッチングに
なってしまうことに留意が必要です。

次にDriverとOutputの結節点ですが、ジョブ型推進にお
いて障壁となる要素、重要な要素に関しての調査結果をご
覧ください（図12）。

本調査結果からもわかる通り、重要な要素としては体制
面等のハード面に注目が集まる一方、重要かつ障壁となり
うる要素としてはソフト面（経営陣・従業員の理解）が挙
げられているのが興味深いポイントです。Driver領域のKSF

として「意識」を挙げましたが、あらためて、この「意識」
の部分が、DriverとOutputの結節点として重要な役割を持っ
ていることが分かります。

本調査の総括（「ジョブ型3.0」への進化に向けて）

図表12：ジョブ型推進における「重要な要素」と「障壁となる要素」

「ジョブ型3.0」に向けた
ポイント
ジョブ型を事業戦略とタイム
リーに連動する形で、かつ、
人材マネジメント全体に広げ
ていく上では、JD等のハード
面に加えて、社員の理解・
意識変革等のソフト面での対
応が不可欠

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

重
要
な
要
素

障壁となる要素

（n=63）

自社の方針・状態との
適合度合いの判断

運用に必要な環境整備
（システム・ツール）

運用に必要な
人員確保

人事部内の
知見集積

検討・導入に必要な
人員確保

検討・導入・運用のために
必要な予算確保

メンバーシップ的な
考え方からの脱却

職務定義書の
作成・活用・管理

経営陣・現場責任者への
理解促

従業員の理解促進

経営陣・現場責任者の
リーダーシップ
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具体的なソフト面のアプローチとして、ステークホルダー
である経営者・従業員の意識変革、具体的にはジョブ型3.0
への進化の必要性について理解することとその効果を実感
できるようにすることが重要です。

そのために、経営者はなぜ事業戦略にとってジョブ型が
不可欠なのかを説明する必要がありますし、それを具現化
した人事方針や理念等を従業員に対して周知・徹底しなけ

ればなりません。そのうえで、Outputの制度・施策の実施
においても、その目的・効果が明確化され、関係者全員が
実感できることが改革を進めるうえで不可欠です。各施策に
おいていわゆるQuick-win（小さな成功）を積み上げ、効
果を実感させるなどチェンジマネジメントをいかに行うかを
検討することが重要です。

本稿執筆者
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